
不正受給対策の推進等について

1)無料低額宿泊施設等について

無料低額宿泊施設及び社会福祉各法に法的位置付けのない施設 (以下「無料低額宿

泊施設等」という。)については、平成 21年 10月 に実態調査結果を公表し、一部

の施設において不適切な事案が見受けられたことを踏まえ、早急に講じる対策として、

下記の事項について留意いただくよう、同月に各自治体に対して通知を発出したとこ

ろである。

① 訪問調査の徹底や劣悪な住環境にある場合などの転居支援

② 消防署が行う防火安全対策への協力

③ 未届施設に関する関係部局との連携

④ 生活保護費の本人への直接交付の徹底

⑤ 無料低額宿泊施設の収支状況の公開の徹底

また、昨年 5月 においては、無料低額宿泊施設等に関する運用改善を図る通知改正

を行い、主に以下の事項について改正を行つた。

① 無料低額宿泊施設に入所している者に対する訪問活動の徹底

② 劣悪な施設からの転居の支援 (敷金の支給要件の緩和・明確化、移送費の支給

要件の明確化、転居指導の明確化)

③ 劣悪な施設への入居防止 (劣悪な施設に入居する場合等は、敷金等は支給しな

い)

④ 住宅扶助費の適正化 (一居室に複数人が入居する場合は、住宅扶助基準額を人

数で除した額等により認定する旨を明確化)

無料低額宿泊施設等をめぐる問題、いわゆる「貧困ビジネス」は依然として後を絶

たず、適正な運営が強く求められることから、各自治体におかれても、引き続きこれ

らの通知に関する事項について徹底するようお願いする。とりわけ入居者に対する定

期的訪問や生活保護費の入居者本人への直接交付が徹底されていない自治体も見受け

られるので、これらの徹底をあらためて図られたい。

また、平成 22年度から、予算事業として新たに「居宅生活移行支援事業」を実施

し、地方自治体が適切と考える無料低額宿泊施設に対し、入居者の居宅生活に向けた

支援を委託する際の費用を補助することとしている。
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本事業は、平成 23年度以降も継続する予定であるので、生活保護行政の適正な運

用及び生活保護受給者に対する適切な支援が図られるよう、無料低額宿泊施設等に対

する指導監督 とあわせて、積極的に本事業の活用を検討いただきたい。

さらに、無料低額宿泊施設等をめぐる不工事案を解決するため、昨年 5月 、民主党

において、生活保護受給者に住居 と食事等の生活サービスをセットで提供する事業者

に対する刑罰も含めた新たな事業規制を導入するための議員立法案 (「被保護者等住

居・生活サービス提供事業の業務の適正化等に関する法律案」)が策定されたところ

である。

現在、民主党において、同議員立法案の国会提出・成立に向けた準備が進められ、

厚生労働省 としても必要な協力をしているが、各自治体におかれても、その内容につ

いてあらかじめ御了知願いたい。

なお、本年度御協力をいただいた無料低額宿泊施設等に関する実態調査結果につい

ては、集計がとりまとめられ次第周知する予定である。

(2)要保護者の適切な把握のための関係機関等との連携強化について

昨年の記録的な猛暑においては、生活困窮者が公共料金等を滞納 し、電気・ガス等

の供給が止められ、死亡に至るという大変痛ましい事案が発生した。こうした事態を

踏まえ、要保護者の把握のための関係部局・機関等との連絡・連携体制の強化を図る

ため、昨年 10月 1日 に関係通知 (「要保護者の把握のための関係部局 0機関等との

連絡・連携体制の強化の徹底について (厚生労働省社会・援護局保護課長通知)」 を

発出し、生活困窮世帯における電気等の供給停止に際して、電気・ガス等の事業者等

と福祉事務所の連携を強化するようお願いしたところである。

今後とも、同通知について御留意の上、これら事業者等 との連携の強化を進めると

ともに、猛暑 日等には必要に応 じて、特に高齢者等に対する訪間、電話かけ等を行い、

安否、健康状態の確認に努められたい。

なお、安否確認等にあたつては、高齢者担当課等とも調整 しつつ、ケースワーカー

による訪問活動等のほか、民生委員や地域包括支援センター、NPO法人等、地域の社会

資源 との連携、活用についても検討されたい。
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(3)会計検査院からの指摘について

〇 年金加入状況等の把握について

生活保護の実施に当たつては、生活保護法第 4条に基づき、その利用 し得る資産、

能力あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件 とし

てお り、年金などの社会保障施策等の活用が前提である。

今般、会計検査院より、昨年 10月 20日 付けで通知 された処置要求において、

厚生年金の脱退手当金及び国民年金の任意加入の活用が十分でない自治体が見受け

られたとの指摘を受け、以下の改善が求められたところである。

① 厚生労働省は、事業主体に対して、年金及び生活福祉資金制度について改め

て周知徹底を図るとともに、事業主体が脱退手当金を受給できる者及び国民年

金の任意加入により年金受給権を取得できる者を確実に把握するよう、これら

年金給付の有無等を確認するための必要な様式を事業主体に示す等の措置を講

じること

② 厚生労働省は、事業主体に対して、次のような指示及び技術的助言を行 うこ

脱退手当金の裁定請求及び国民年金の任意力日入手続について生活保護受:給

者に対する指導を十分に行うこと

イ 生活福祉資金貸付金を活用するため、都道府県社会福祉協議会等との連携

を強化すること

③ 厚生労働省は、事業主体及び都道府県社会福祉協議会に対して、生活保護受

給者が任意加入により年金受給権を取得できる場合には、生活福祉資金を貸し

付けることができること、貸付要綱等で定められた期間について貸付金の償還

を猶予できることを十分に周知すること

④ 厚生労働省、都道府県等が実施主体に対して行う生活保護法施行事務監査の

際に、脱退手当金ρ受給及び国民年金の任意加入に係る他法他施策の活用を図

ることについて、改めて指示を徹底すること

上記の指摘を踏まえ、まずは一定年齢以上の生活保護受給者の年金加入状況に

ついて、 「ねんきん定期便」等を活用するとともに、年金事務所や市町村の国民

年金担当課等と連携の上、必要に応 じて生活保護法第 29条に基づく調査を実施

し、年金加入状況を適確に把握するよう管内の福祉事務所に周知されたい。

と

　

ア
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また、年金加入状況を把握 した結果、特に任意加入すれば 1年以内に年金受給

権を得 られると認められる生活保護受給者に対 しては、任意加入に関する手続に

関する必要な助言・支援を行 うほか、年金受給権が得 られると認められない生活

保護受給者であっても、脱退手当金について活用の可能性がないか調査するよう、

管内の実施機関に指導されたい。

なお、会計検査院の指摘のうち、上記①及び②については、追って厚生労働省

社会・援護局保護課において同省年金局及び日本年金機構と協議の上、具体的な

事務の進め方をお示しする予定であるので、予めご了知願いたい。上記③につい

ては、都道府県・指定都市において、福祉事務所の認識が不十分と認められる場

合は、都道府県 。指定都市において改めて周知していただくようお願いする。

○ 不動産等の資産活用の徹底について

生活保護の実施にあたつては、収入だけでなく、所有する不動産等の資産につい

ても、上記の年金等の社会保障施策と同様に、活用することが前提である。

今般、会計検査院より、昨年 10月 28日 付けで通知された処置要求において、

特に不動産担保型資金による資産の活用が適時適切に行われていない自治体が見受

けられたとの指摘を受け、以下の改善が求められたところである。

① 厚生労働省は、事業主体等に対 して次のような指示及び技術的助言を行 うこ

と

ア 事業主体に対 して、生活保護の実施において、生活保護受給世帯の保有す

る不動産資産の活用を図ることについての認識を徹底させるとともに、全国

会議等で、その活用が適切に行われている事業主体の事務処理、研修教材等

の優良事例を取 り上げるなどして被保護世帯の保有する資産の活用の徹底を

図ること

イ 事業主体において、生活保護受給世帯の不動産資産の状況について適時適

切に把握するための体制を整備すること

ウ 生活保護受給世帯に対する援助方針等に、不動産担保型資金貸付制度の利

用についての方針を定めるとともに、同貸付制度を利用した不動産資産の活

用について、生活保護受給者に対 して具体的な説明や指導を行 うこと
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工 事業主体及び都道府県社会福祉協議会に対 し、不動産担保型資金等の事務

手続をより分かりやすく明示することにより、同貸付制度についての誤認を

防止等すること

オ 事業主体と都道府県社会福祉協議会との連携を強化すること

② 厚生労働省、都道府県等が事業主体に対して行 う生活保護法施行事務監査の

際に、被保護世帯が保有する資産の実態把握及び活用状況の確認を徹底 し、制

度の活用等が十分でない実施主体に対して改めて指示を徹底すること

上記の指摘を踏まえ、不動産担保型資金貸付制度について、再度理解を深め

るとともに、まずは生活保護受給世帯が所有する不動産資産の状況について適

切に把握の上、資産台帳等を整備 し、組織的に管理 されたい。

また、これらの指摘のうち、研修教材等の事例提供や資産台帳等を管理するため

の様式等については、追つてお示 しする予定であるので、予めご了知願いたい。

(4)年金担保貸付利用者の取扱いについて

年金担保貸付制度については、昨年 12月 7日 に閣議決定された「独立行政法人の

事務・事業の見直しの基本方針」において、「十分な代替措置を講じた上で廃止」と

いう今後の方針が示されたところである。

これを踏まえ、厚生労働省年金局において、代替措置となり得る他制度の検証を行

いつつ、事業の廃上に向けた具体的な検討を進めている。

一方、同制度の廃止に向けた当面の取組として、現行制度の運用の厳格化について、

生活保護関係部局等と連携 しつつ、年金担保貸付を契機に生活保護の申請を行 う者に

対しては、貸付制限を強化する方策を検討 している。

現在、厚生労働省社会・援護局保護課から独立行政法人福祉医療機構に対 し、各地

方公共団体から報告いただいているこれ らの者のリス トを情報提供し、保護受給期間

中は審査時に貸付制限をしているが、今後、厚生労働省年金局及び独立行政法人福祉

医療機構 と調整の上、更なる適正化に向けた検討を進めている。

具体的な取扱いについては、今後改めてお知らせすることとしているが、引き続き、

年金担保貸付を契機に生活保護の申請を行 う者に対しては、厳格な態度で対応すると

ともに、年金担保貸付制度において貸付制限を行 う生活保護受給者の リス ト作成に当

たつては、積極的に情報提供いただきたい。
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なお、リスト作成に関する情報提供に当たつては、記載ミス等による審査時のエラ

ーが生じないよう御配慮いただきたい。また、現在厚生労働省に登録されている情報

について、廃止登録の漏れがないか等の確認作業を追つて依頼する予定であるので予

め御了知願いたい。

(5)課税調査の徹底について

従来より、生活保護受給者からの収入申告を求めることとあわせて、課税調査等を

活用して生活保護受給者の収入、資産状況を適確に把握することが必要であり、税務

担当官署の協力を得て、課税調査の徹底と不正受給の早期発見の実施をお願いしてき

たところである。

しかしながら、会計検査院から、一部の自治体において本調査の取組みが十分に実

施されていない旨の指摘があつたことや、課税情報の閲覧可能時期が翌年の6月 以降

となるため、恣意的に課税調査時期に保護を辞退し、不正受給の発覚を逃れる等の不

正事案も想定されること等の実情を踏まえ、課税調査については、調査対象期間 (課

税期間)において生活保護を受給していた者全員を対象に実施するようをお願いする。

管外に転出した者や生活保護を廃止となつた者についても、生活保護費の不正受給

は厳正に対応すべきであり、生活保護受給者間の公平性の確保を図る観ッ点から、調査

対象とされたい。

(6)医療扶助 0介護扶助の適正化について

「IT新改革戦略」 (平成 18年 1月 19日 IT戦略本部)に基づき、平成 23年

4月 から、生活保護の医療扶助に関する診療報酬明細 (レセプ ト)の電子化が全自治

体において本格運用される。

厚生労働省 としては、これまで医療扶助レセプ トの電子化に対応するため、 「生活

保護等版 レセプ ト管理システム」ソフ トウェアの開発を行い、全自治体に配付 し、さ

らに、電子レセプ トを受領するための専用パソコン等設備を導入する際の費用につい

ても、平成 22年度のセーフティネット支援対策等事業費補助金において補助する等

の対策を講 じ、早期の受領体制の整備をお願いしてきたところである。

-26-



電子レセプ トが導入されることによつて、都道府県等本庁及び各実施機関において、

電子化された医療レセプ トを基に、管内全体や医療機関別、生活保護受給者別の医療

費分析、傷病別分析など、多彩な統計・分析機能を用い、的確に現状分析が可能にな

るだけでなく、医療扶助の適正化に向けた取組や生活保護受給者に対する受診指導等

にも活用することができるため、適切な運用開始及び積極的な取組をお願いする。

また、電子レセプ トの活用等を通 じ、以下に掲げる医療扶助の適正化に向けた取組

を実施するよう、併せてお願いする (詳細については、追つて通知でお示 しする予定

である)。

なお、電子レセプ トを活用した医療費分析等の具体的な方法・マニュアルについて

は、関係 自治体等も交えた場で検討 しているところであり、本年度内を目途にその結

果をお示 しする予定であるので、予めご了知願いたい。

(電子レセプ トの活用等を通じた医療扶助の適正化に向けた取組 )

ア 電子レセプ トを活用 したレセプ ト点検の強化

医療扶助 レセプ トの点検は、医療扶助を受けている生活保護受給者の病状把握を

行 うとともに、医療扶助費の適正な支出を図るために必要不可欠なものである。

医療扶助費の適正な支出のため、全自治体におかれては、既に全医療扶助 レセプ

トについて資格 。内容点検を実施 していただき、適宜点検効果の検証を行い、効果

が不十分と思われる場合は外部点検業者への委託等の点検方法の見直しをお願いし

ているところである。今後もセーフティネット支援対策等事業費補助金の交付に当

たり、当該点検事業について効果的・効率的な取組に対 しては、他に優先 して採択

していく方針であるので御了知願いたい。

また、電子レセプ トを活用することで、資格点険においては、医療券の有効性を

はじめ、医療扶助受給資格の有無についてこれまでよりも簡易にチェックできるよ

うになり、また、連続月 (3ヶ 月分等)の レセプ トに対 し診療内容を点検する縦覧

点検においては、当該受給者ごとのレセプ ト抽出 (紐付け)等が、紙 レセプ トに比

較 し、格段に効率化が図られることから、これまで以上に実効性のある適正な点検

実施をお願いしたい。
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イ 指定医療機関への効果的・効率的な指導

昨今、奈良の山本病院事件をはじめ、生活保護受給者に対 して架空・過剰な診療

を繰 り返す等、不正請求を行 う生活保護の指定医療機関等が散見されている。

都道府県・指定都市 。中核市本庁においては、医療扶助の適正な運営に向けて、

これまでも指定医療機関に対する検査及び指導を実施 していただいているところで

あるが、実効性ある検査・指導の実施のため、他の社会保険医療を担当する地方厚

生局、国民健康保険部局等の関係部局と定期的に情報の共有化を図るとともに、合

同検査の実施を検討するなど連携強化に努められたい。

また、電子レセプ ト等により、管内の生活保護の指定医療機関からの請求状況を

集計 。分析 していただき、生活保護受給者に関する請求件数の割合が極めて多い等、

他に比べ突出しているケースについては、嘱託医等の協力を得ながら重点的にレセ

プ トの個別内容審査を行い、請求内容に疑義がある指定医療機関に対 しては個別の

指導を実施されたい。

ウ 向精神薬における適正受診の徹底

昨年 4月 に生活保護受給者が向精神薬を営利 目的で大量入手していた事案を受け、

同月に緊急サンプル調査を実施 し、調査結果については同年 9月 に公表 したところ

である。その結果、同一月に複数の医療機関から向精神薬を処方 されていた者

約2,600人のうちの約 7害Jに当たる約 1,800人が、複数の医療機関から不必要に同種の

向精神薬を入手するなど、不適切な受診行動が認められた。今回の調査で不適切な

受診行動が認められた受給者に対しては、医療機関を一本化する等早急に改善指導

に取 り組むよう
.に
全自治体に指示 したところであるが、今後の対応として、

① 電子レセプ トの活用等により同一薬の重複処方のチェックが容易に実施でき

ることから、これらにより、向精神薬の処方について、処方した診療科名、処

方量種類、疾患名等について的確な実態把握に努めること

② 今回の調査結果を踏まえ、昨年 7月 に厚生労働省社会・援護局保護課から日

本医師会等関係団体に対し協力依頼を行つたが、不適切と認められる事例を把

握 し、適正受診に向けた改善指導を実施するためには主治医等医療機関の協力

が不可欠である。 したがつて、必要に応 じて、都道府県等本庁から管内医療機

関に対 し、向精神薬の重複処方の防止に関する協力依頼を行 うとともに、複数
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の医療機関から重複 して向精神薬を処方されている場合等には、主治医等と協

力して適正受診指導の徹底を図ること

③ 事後審査となる医療扶助のレセプ ト点検については、従前のレセプ ト点検に

おいても、同一疾病で複数の医療機関に受診 している重複受診は′点検 していた

が、今回明らかになった事例のように、向精神薬等の重複処方に着 目した点検

は不十分であったと言わざるを得ない。これまでもレセプ ト点検体制の整備を

含め効果的・効率的なレセプ ト点検に向けた取組をお願いしているが、今回の

事案を踏まえ、今後、レセプ ト′点検実施においては、向精神薬等の重複処方の

点検の徹底をお願いする。

工 後発医薬品の利用促進

生活保護の医療扶助における後発医薬品の使用促進については、生活保護の指定

医療機関等に対 して、社会保険と同様、後発医薬品の使用に努めるよう求めるとと

もに、各実施機関においては、生活保護受給者に対 して、後発医薬品について適切

に選択できるための理解を得られるよう周知徹底をお願いしているところである。

今後は、電子レセプ トの活用によって、福祉事務所等は、既に後発医薬品のある

先発医薬品が処方されている生活保護受給者について的確に把握することができる

ようになる。

具体的には、 「生活保護等版 レセプ ト管理システム」を活用することで 「医療機

関別」及び 「個人別」などの後発医薬品の処方実績が把握することができる。

都道府県等本庁及び福祉事務所におかれては、生活保護受給者に係る後発医薬品

の処方実績が他の医療機関と比較し低調な医療機関に対 し、具体的なデータに基づ

く処方実績を基に、使用が低調な理由等について意見聴取するとともに、使用促進

に向けた協力を依頼されたい。

また、後発医薬品が処方されず、先発医薬品が処方されている生活保護受給者に

対しては、個別に助言・指導を行い、必要に応 じて差額通知 (当該患者が実際に処

方されている先発医薬品を後発医薬品に切 り替えた場合の医療費削減額を記載 した

通知)を用いた具体的な援助を実施するなど、後発医薬品の積極的な活用に向けた

理解を得られるよう、取組を講 じられたい。
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オ 社会保険診療報酬支払基金との連携強化

今般、社会保険診療報酬支払基金 (以下 「基金」とい う。)における「今後の審

査委員会のあり方に関する検討会」において生活保護 レセプ トの審査の充実を図る

こととされ、基金において昨年 11月 審査分から、生活保護 レセプ トを重点的に審

査すべき医療機関を選定し、その重′点審査を実施 している。

都道府県・指定都市 。中核市本庁においては、医療扶助の適正な運営に向けて、

これまでも指定医療機関に対する指導及び検査を実施 していただいているところで

あるが、実効性のある指導及び検査実施のために、基金との間の情報の共有、連携

強化に努めるようお願いする。今後、生活保護 レセプ トの重点審査状況等が必要に

応 じて各地方自治体に情報提供されるよう、厚生労働省社会・援護局保護課と基金

とで調整をし、追ってお示しする予定である。

力 地方厚生局監査の実施について

平成 22年度から、地方厚生局の生活保護監査官等により、都道府県・指定都市

。中核市本庁に対して、生活保護の医療扶助における適正実施を徹底するために、

生活保護法第 23条第 1項に基づく生活保護法施行事務監査を実施 している。

平成 22年度に実施した自立支援医療 (人工透析療法)の優先適用に関する監査

については、まだ優先適用が徹底されているとは言えない状況であることから、平

成 23年度においても引き続き同監査を実施する予定である。また、新たに、昨年

4月 に実施 した調査により判明した向精神薬に関する不適切な受診状況を踏まえ、

同監査時においても、処方状況の適否・改善状況について聴取する確認監査を実施

する予定である。

都道府県等本庁においては、今後発出予定の通知において、

① 自立支援医療 (人工透析療法)の優先適用にかかる監査では、平成 22年度同

様、 「生活保護制度における他法他施策の適正な活用について」 (平成 22年 3

月 24日 付社援保発 0324第 1号)を踏まえ、福祉事務所においてて作成され

た台帳を取 りまとめ、厚生労働省に提出していただくこと

② 向精神薬に関する重複処方状況の確認監査では、 「同一月に複数の医療機関か

ら向精神薬が処方されている者」の台帳を作成、厚生労働省に提出していただく

とともに、監査時までに当該処方状況が適切か否かの審査をしていただくこと
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を依頼する予定であるので御了知願いたい。

キ 介護扶助における優先適用の徹底について

平成 21年度において会計検査院が実施 した実地検査において、障害者自立支援

法による自立支援給付等と生活保護の介護扶助との関係についても、自立支援給付

等の優先適用が徹底されておらず、是正改善を行 うべきとい う指摘を受けたところ

である。

平成 22年 3月 24日 付けで 「生活保護制度における他法他施策の適正な活用に

ついて (社援保発0324第 1号)を発出したところであるが、生活保護の介護扶助につ

いても、 「生活保護法による介護扶助の運営要領」を改正し、特に障害者自立支援

法による自立支援給付の優先適用に関する事務手続及び体制整備について必要な事

項を明らかにしたところである。

これら通知において明らかにした手続に基づき、他法他施策の優先適用の徹底に

向けて、生活保護の適切な事務の執行をお願いする。
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生活保護関係予算等について

1)生活保護関係予算について

ア 平成 23年度予算案について

(ア )保護費負担金について

保護費負担金については、各扶助ごとの給付実績を基礎 とした上で、直近の被保

護人員の伸び等や、雇用施策による影響などを踏まえ、対前年度 3, 670億 円増

(16.7%増 )の 2兆 5, 676億 円を計上しているところである。

22年度予算 平成23年度

予算 (案 )当初予算額 補正後予算額

保護費負担金 2兆 2006億円 2兆 4211億円 2兆 5676億円

(イ )セーフティネット支援対策等事業費補助金

セーフティネット支援対策等事業費補助金については、医療扶助のレセプ トオ

ンライン請求への対応や、生活保護業務データシステム導入のためのシステム改

修の対応が終了すること等を踏まえ、対前年度▲ 40億円減の 200億 円を計上

しているところである。

生活保護関係の新規事業 としては、企業、NPO、 住民等 と行政が協働する

「新 しい公共」により、被保護者の社会的なつながりを結びなおす支援や貧困の

連鎖を防止するための子どもの学習支援等を行 う「被保護者の社会的な居場所づ

くり支援事業」を創設することとしている。

なお、当該新規事業の創設に伴い、従来の 「子どもの健全育成事業」、 「日常

生活自立支援事業」、 「社会参加活動活用事業」、 「職場適応訓練事業」につい

ては、 「被保護者の社会的な居場所づくり支援事業 (国 10/10補助)」 に再編する

ことになるので御留意されたい。

緊急雇用創出事業臨時特別交付金 (基金)について

住宅手当緊急特別措置事業及び就労支援員の配置による就労支援事業等について
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は、平成 21年度第 2次補正予算より、各自治体に基金を造成 し事業実施 していると

ころであるが、平成 22年度補正予算において、事業実施期間を 1年間延長 したので、

各自治体においては、よリー層の効果的な事業実施に取 り組んでいただきたい。

ウ 生活保護ケースワーカーに係る地方交付税措置について

生活保護ケースワーカーの人件費については、従前より地方交付税により措置し

ているところであるが、近年の被保護世帯の急増に対応するため、平成 21年度、

平成 22年度と増員されているところである。平成 23年度においては、地方交付

税の算定基礎 となる職員数全体は減員となる中で、総務省 と調整した結果、引き続

きケースワーカーの増員が図られたところである。

ついては、各自治体の福祉担当部局においても、これを踏まえ、必要な増配置が

なされるよう関係部局との調整を図られたい。

【標準団体規模 (道府県 :人口20万人、市町村 :人口10万人)における

生活保護ケースワーカー算定数】

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

道 府 県 15人 16人 17人 18人

増 員 数 (+ 1 人 ) (+1人 ) (+1人 )

市 町 村 8人 10人 11人 12人

増 員 数 (+2人 ) (+1人 ) (+1人 )

(2)生活保護関係予算の執行について

ア 生活保護費等負担金について

(ア )平成 23年度の執行について

各自治体への生活保護費等負担金の交付は、予算の効率的な執行の観点から、

直近実績に基づき算出された各自治体からの所要見込額に基づき実施 していると

ころである。

平成 23年度においても、四半期ごとに所要見込額を把握することとしている

が、現下の厳 しい雇用失業情勢を受けて、特に稼働能力のある生活保護受給者が
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急増する等、保護動向も大きく変化 していることから、各自治体においては、常

に管内の保護動向等を注視 し、適切に所要額を算出するとともに、これに必要な

財源措置を講 じられたい。

なお、毎年、所要額を過大に見込んで多額の返還金が生じている自治体が見受

けられるところであるが、限られた財源を有効に活用する観点から、適切に所要

額を算出していただくようお願いする。

なお、従前は全自治体からの実績報告書の提出後、一括 して交付額の確定を行

っていたところであるが、今後は、各自治体からの実績報告書の提出後1頂次、計

画的に確定を行い、早期の精算交付又は返還の手続きを行 うこととしているので、

必要な予算措置等の対応をお願いしたい。

(イ )現業員等の詐取等の不正事案の防止について

生活保護費の支給等の事務処理の適正化、詐取等不正事案の報告・把握、詐取

等に係る生活保護費国庫負担金の精算については、 「現業員等による生活保護費

の詐取等の不正防止について」 (平成21年3月 9日 厚生労働省社会・援護局保護課

長通知)において周知徹底を図つているところである。

しかしながら、未だに虚偽の架空ケースを作成 し、生活保護費を詐取した事例

や、電算システムによる支給決定に当たり、システム上に決裁機能が組み込まれ

ていないため決裁を経ることなく、そのまま経理システムに流れ、不適切に生活

保護費が支給される事例等の不工事案が発生している。こうした事案については、

生活保護行政に対する国民の信頼を損ねるものであり誠に遺憾である。

各自治体においては、本通知の周知を改めて徹底するとともに、事務処理体制

を再点検 し、不正事案防止に係る電算システムの改修等が必要場合は、セーフテ

ィネット支援対策等事業費補助金により優先的に採択することとしているので、

積極的に協議されたい。

なお、今後、現業員等による生活保護費の詐取等の不正事案発生防止の観点か

ら、改めて経理事務に係る標準的な事務処理手順、留意事項等に関する通知を発

出することを予定しており、これらを参考 とし、更なる不工事案の防止に努めら

れたい。
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(ウ )返還金等の適正な債権管理について

生活保護費等国庫負担金に係る適正な精算については、従前よりお願いしてい

るところであるが、会計検査院の平成 21年度決算検査報告において、 3自 治体

で返還金等について収納済額のみを調定額として計上 したため、国庫負担金 が過

大に交付されてお り不当であるとの指摘を受けたところである。

また、返還金等の債権管理の適正実施の観点から「生活保護費等負担金の精算

に係る適正な返還金等の債権管理について」 (平成22年 10月 6日 社会・援護局保護

課長通知)にて、債権管理台帳等の整備や適切な時効中断の措置等、調定後 の債

権管理について適正に実施するよう改めて徹底を図つたところである。

各自治体においては、地方自治法等を遵守した処理を行い、適正な国庫負担金

の精算を徹底されたい。

なお、上記の趣旨等を踏まえ、生活保護費等国庫負担金交付要綱について改正

を行 うこととしてお り、平成 23年度においては個々のケースの不納欠損処理の

状況等について内容を確認することを予定している。詳細については、別途連絡

することとしているが、実績報告書の提出期限については厳守されたい。

イ セーフティネット支援対策等事業費補助金について

セーフティネット支援対策等事業費補助金の実施要綱、交付要綱及び交付方針は

別途通知するが、平成 23年度については、適正実施を図る観点から、従前か ら継

続実施 している事業についても費用対効果等実績を評価 した上で選択する方針であ

るので、各自治体におかれても事業内容等を精査の上、協議願いたい。

平成 23年度においては、実施体制整備事業の 「子 どもの健全育成事業 (国

10/10補助 )」 と「自立支援サービス整備事業 (国 1/2補助)」 を整理統合し、被保

護者の社会的なつながりを結びなおす支援や貧困の連鎖を防止するための学習支援

等を行 う「社会的な居場所づくり支援事業 (国 10/10補助 )」 を創設 したところであ

り、本事業については、優先的に採択することとしている。

また、医療扶助の適正化や会計検査院から指摘を受けた年金加入状況等の把握、

不動産等の資産活用の徹底に係る取組について、強化を図ることとしている。

具体的内容については、別途指示を行 うこととしているが、専門調査員の配置等

当該取組に必要な経費についても優先的に採択するので、積極的に協議願いたい。

一-35-―



なお、広島市が本補助金を活用 して専門員を採用 し、各福祉事務所を巡回して生

活保護受給者の年金加入状況等についてケース′点検を行い、効果を上げている例を

参考資料に添付しているので参照されたい。

―-36-



生活保護関係調査等について

(1)生活保護業務データシステムについて

近年、生活保護受給世帯が増加 し続けてお り、また、生活保護受給世帯の抱える課

題は多様化、複雑化 している。

このような中、適切な生活保護行政を推進 していくためには、国、自治体及び福祉

事務所において生活保護に関係するデータの分析を行 うことが不可欠である。

また、生活保護受給世帯の増加に伴 う業務量の増加に対応するためにも、福祉事務

所においては、生活保護業務の IT化を図り、生活保護業務の効率化を図ることが重

要となっている。

このような課題に対応するため、現在、当省による各種業務報告や調査を見直すと

ともに、福祉事務所及び自治体のデータを一括 して定期的に収集 し、当省、自治体及

び福祉事務所で共用できるデータベースを構築 し、より詳細な生活保護動向の分析を

行い、保護の適正化対策の推進及び政策の企画立案に活用することを目的とした 「生

活保護業務データシステム」の運用を平成 22年度から一部開始 している。

自治体及び福祉事務所においては、生活保護システムの改修やデータ投入等を行つ

ていただいているところであるが、平成 23年度当初から全自治体において本格運用

が開始できるよう、計画的な導入・整備をお願いしたい。
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生活保護業務データシステム

輻

¨

インタフー ス仕様書のフォーマッ

トに沿つてCSV出 力を行えるよシ

ステムを改修してCさ い

辮』ｍ̈ゆヽヾ　」ＧｗＡＮへのい

生活保護システム

都道府県
指定都市/中核市

』熙鹸秤）̈
¨

⑧
一

(参考)

③確定処理

④速報値集計

⑤集計結果
の公表

②福祉事務所から登録

されたデータの確認

(2)平成 23年度生活保護関係調査の実施について

ア 平成 23年度生活保護関係調査の実施について

平成 23年度の生活保護関係調査については、次の一覧表のとおりである。

被保護者全国一斉調査は、生活保護業務データシステムに平成 23年 7月 末 日現

在のデータを登録することで提出とさせていただくことになる。データの登録に関

して、遅滞なくお願いしたい。

医療扶助実態調査に関しては、平成 22年度までは紙レセプ トのコピーを提出し

ていただいたが、電子 レセプ トの本格運用を受け、平成 23年度は医科 と調剤のレ

セプ トに関しては電子データでの提出を検討 している。詳細は別添の資料を参照願

い た い 。

なお、歯科 レセプ トは例年どおり紙 レセプ トでの提出を予定している。

また、社会保障生計調査について、平成 23年度から実施をお願いする自治体が

変更になるが、新たに対象となる自治体に関しては、御協力をお願いする。

イ 調査票の提出締切の厳守について

各調査は、各都道府県・指定都市 。中核市の関係者の御理解・御尽力により実施さ

れているが、一部において、提出期限が大幅に遅れる自治体もあり、結果 として全体

の集計に支障を来している状況となつている。
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平成 23年度生活保護関係調査一覧

調 査 の 名 称 調 査 の 対 象 定
　
　
法

選

方

象対
　
　
の

調 査 の

周 期 及 び

上
寸 期

調 査 票 等 の

提 出 期 限地域的範囲 属性的範囲

被保護者全国

一 斉 調 査

基礎調査

個別調査

全  国 被保護世帯

約127万 世帯

基礎調査

全  数

個別調査

全  数

毎 年

7月 1日 現在

基礎調査

23年 8月

個別調査

23年 8月

医療扶助実態調査 全  国 医療扶助受給者 6 月基金審査分
診療報酬明細
書及び調剤報
酬明細書

毎 年

7月

23年 10月 中旬

社会保障生計調査

家計簿

9ブ ロック

12都道府県

4指定都市

9中核市

(注 )

被保護世帯

約 1,HO世 帯

抽 出 年 度

4月 か ら翌年

3月 まで

家計簿

翌月末日

脱落補充報告

即 時

福祉行政報告例

生活保護関係

全  国 被保護世帯
約127万世帯

全 数 度
　
月

年
　
毎

末月
　

月

翌

　

＜

集計作業の迅速化を図るためにも、提出締切の厳守をお願いしたい。

① 調査対象自治悧ま、北海道及び東京都を除き、原則として2年毎に調査地域を交代することとしている。

※ これ以外に、           、生舌保護費国庫負担金に力功るヽ            ―夕及喘 重喘調縣踏め中 赦 に広く活用さ

れている。
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医療扶助実態調査客体抽出システム(仮称)

紙レセプトの抽出

病院入院   1/10
病院入院外  1/20
診療所入院  1/5
診療所入院外 1/20
歯科     1/10
調剤     1/20

プログラムによる

結果表作成

磋錮FI゛
管内全福祉事務所の

レセのとりまとめ

6月 審査分を

手作業で抽

出、コピー

穆
‐

集計業者の選定

医療扶動実態調査客体抽出システム (仮称)導入後

魃
薇 Q
レセ電cSV 記録媒体

・抽出率の変更を可能とする。
・自治体の運用により、都道府
県での作業も可能とする。

注 :平成23年度調査については、歯科に関しては紙レセプトで対応する。

―
―
卜
〇
―
―




